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（百万円未満切捨て）

１．19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

（１）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売 上 高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 13,405 △ 3.8 572 △ 51.7 600 △ 50.1 400 △ 44.8

18年９月中間期 13,933 12.6 1,185 30.4 1,203 29.2 725 30.6

19年３月期 27,323 － 1,760 － 1,817 － 1,052 －

１株当たり中間 潜在株式調整後１株当たり

(当期)純利益 中間(当期)純利益

円   銭 円   銭

19年９月中間期 19.41 -

18年９月中間期 35.43 35.29

19年３月期 51.23 51.11

(参考)　持分法投資損益  19年９月中間期  －  百万円  18年９月中間期  －  百万円  19年３月期  －  百万円 

（２）連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円   銭

19年９月中間期 25,523 14,578 56.9 704.41

18年９月中間期 25,429 13,967 54.7 675.59

19年３月期 25,224 14,227 56.2 687.82

(参考)　自己資本  19年９月中間期 14,524百万円  18年９月中間期 13,918百万円  19年３月期 14,182百万円 

　                            　　
（３）連結キャッシュ・フロ－の状況

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ 期  末  残  高

        百万円         百万円         百万円         百万円

19年９月中間期 △ 75   △ 987 △ 120 1,484

18年９月中間期 2,365 △ 1,277 △ 159 2,838

19年３月期 3,088 △ 2,071 △ 269 2,664

２. 配当の状況
１株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間
円  銭 円   銭 円   銭

19年３月期 6.00 6.00 12.00
20年３月期 6.00

12.00
20年３月期(予想) 6.00

３．20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日 ～ 平成20年３月31日） （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

通　　　期 27,400 0.3 1,540 △ 12.5 1,620 △ 10.8 1,010 △ 4.0 48.98
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４．その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 中間連結財務諸表に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本と

　　なる重要な事項の変更に記載されるもの）

　①　会計基準等の改正に伴う変更　有

　②　①以外の変更　　　　　　　　無

　　（注）詳細は14ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）を

　　　　　ご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

　①　期末発行済株式数（自己株式を含む）19年９月中間期　20,703,000株　18年９月中間期　20,684,000株

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19年３月期　　　20,703,000株

　②　期末自己株式数　　　　　　　　　　19年９月中間期　　　83,146株　18年９月中間期　　　82,648株

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19年３月期　　　　　82,825株

　　（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21ページ「１株当た

　　　　　り情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

（１）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 13,276 △ 3.8 554 △ 47.9 611 △ 44.3 372 △ 43.7

18年９月中間期 13,803 12.0 1,063 29.0 1,097 24.7 661 22.0

19年３月期 27,089 － 1,651 － 1,726 － 1,002 －

１株当たり中間

（当期）純利益

円   銭

19年９月中間期 18.05

18年９月中間期 32.31

19年３月期 48.72

（２）個別財政状態

総　資　産 純　資　産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円   銭

19年９月中間期 24,147 13,622 56.4 660.67

18年９月中間期 24,078 13,050 54.2 633.48

19年３月期 23,964 13,316 55.6 645.80

(参考)　自己資本  19年９月中間期 13,622百万円  18年９月中間期 13,050百万円  19年３月期 13,316百万円 

２. 20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

通　　　期 27,170 0.3 1,490 △ 9.8 1,570 △ 9.0 960 △ 4.2 46.56
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※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　　上記の業績予想は発表日現在における将来の見通し、計画の前提となる予測が含まれております。
　実際の業績は、今後の様々な不確定要因によって記載と異なる可能性があります。
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１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

　①当中間期の概況

  当中間期（平成19年４月～平成19年９月）の連結業績は、 受注高においては前中間期比15.0％増の140

億９千９百万円、売上高は前中間期比3.8％減の134億５百万円となりました。このうち国内売上高は前中

間期比3.7％減の49億５百万円、輸出売上高は前中間期比3.9％減の85億円となり、輸出比率は63.4％とな

りました。次に当社グループの主力製品であります射出成形機、ディスク専用機及びダイカストマシンの

状況を説明します。

[射出成形機]

  射出成形機については、国内では、生産拠点の海外シフトが進展するなか、ＩＴ・電子部品関連の需要

が堅調に推移しましたが、自動車関連の需要が伸びず、また、樹脂価格の高止まりなどによりその他のプ

ラスチック業界の需要は低調に推移しました。一方、海外では、中国を始めとするアジア圏におけるＩＴ

関連を中心に需要は好調でありました。この結果、国内、輸出を合せた受注高は、前中間期比11.8％増の

84億１千６百万円、売上高は前中間期比4.1％減の81億６千１百万円となりました。 このうち輸出売上高

は49億７千５百万円で、当部門の61.0％を占めることとなりました。

[ディスク専用機]

  ディスク専用機は、ディスク業界の設備投資が依然慎重であり、また、ディスク業界の淘汰も進み、成

形機需要は引続き低調に推移しました。この結果、国内、輸出を合わせた受注高は前中間期比46.0％減の

４億４千１百万円、売上高は前中間期比16.4％減の７億７千７百万円となりました。このうち輸出売上高

は６億６千６百万円で、当部門の89.4％を占めることとなりました。

[ダイカストマシン]

  ダイカストマシンは、国内では、大口需要先である自動車部品向けに堅調に推移しました。また、海外

では、特に中国における自動車部品やＩＴ・電子部品関連の需要が好調でありました。この結果、国内・

輸出を合せた受注高は前中間期比33.9％増の52億４千１百万円、売上高は前期末の受注残の減少が影響し、

前中間期比0.7％減の45億１千万円となりました。 このうち輸出売上高は28億６千６百万円で、当部門の

63.6％を占めることとなりました。

　損益につきましては、前半３ヵ月の操業度不足に加え、大口需要先を中心とした市場価格が厳しく、さ

らに、資産の評価損の計上などが影響したことにより、当中間期の経常利益は前中間期比50.1％減の６億

円、中間純利益は前中間期比44.8％減の４億円となりました。

　②通期の見通し

  通期の見通しにつきましては、わが国では原油や原材料価格の高止まり、米国サブプライムローン問題

による金融不安などの懸念材料があるものの、輸出や堅調な民間設備投資に支えられ、景気は概ね回復基

調を辿るものと予想しております。輸出につきましても、アジアを中心に好調を持続するものと見込まれ

ます。

　当社グループの関連する市場においては、海外では引続きＩＴ・電子部品や自動車関連で好調な需要が

持続すると見込まれるものの、国内では自動車業界などで設備投資が依然として慎重であり、先行きは、

不透明な状況です。

　このような状況のなか、当社グループは、現在推進中の射出成形機、ダイカストマシン及びディスク専

用機の新製品シリーズの市場投入を加速するとともに、顧客ニーズに最適な製品・サービスの提供、有力

顧客や新規地域への販売強化により、受注・売上の拡大を図ります。さらに、市場価格の低下や原材料価

格の高止まりに対し、新製品の原価低減、生産改革の着実な実行による生産効率の向上、設計段階のＶＡ

や海外調達品の拡大などよるコスト低減に注力し、業績の向上に努める所存です。

　したがって、当期の連結売上高は274億円（前期比0.3％増）、経常利益は16億２千万円（前期比10.8％

減）、 当期純利益は10億１千万円（前期比4.0％減）を見込んでおります。
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(２)財政状態に関する分析

  当中間期のキャッシュ・フローは、 税金等調整前中間純利益が６億８千４百万円(前中間期12億６百万

円)となり、 減価償却費５億９千３百万円、たな卸資産の減少等があるものの、売上債権の増加、前年度

の所得に係る納税３億１千８百万円等により、営業活動によるキャッシュ・フローは、７千５百万円の減

少(前中間期23億６千５百万円の増加)となりました。また、受注に見合った生産能力の充実のために有形

及び無形固定資産の取得を進めたために、投資活動によるキャッシュ・フローは９億８千７百万円の減少

(前中間期12億７千７百万円の減少)となりました。そして、財務活動によるキャッシュ・フローは１億２

千万円の減少(前中間期１億５千９百万円の減少)となりました。その結果、現金び現金同等物の中間期末

残高は14億８千４百万円(前中間期28億３千８百万円)となりました。

　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりであります。

中間 期末 中間 期末

自己資本比率（％） 51.9 52.5 54.7 56.2 56.9

時価ベースの自己資本比率（％） 83.3 106.1 81.0 59.8 44.8

債務償還年数（年） 0.9 1.0 0.6 0.5 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 673.5 375.9 624.0 308.8 －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

　２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。

　３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

　　使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全

　　ての負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

　　払額を使用しています。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　当社は、財務体質と経営基盤の強化を図るとともに、株主各位に対して安定的な配当の維持および適正

な利益還元を基本としています。内部留保につきましては、長期展望に立った新規事業の開発活動および

経営体制の効率化・省力化のための投資等に活用し、企業体質と企業競争力のさらなる強化に取組んでま

いります。

  配当については中長期的視点から、収益の向上と経営基盤の強化を図りつつ、安定的な配当と収益に応

じた配当とのバランスを考慮して決定し、株主各位のご期待に沿うよう努めてまいります。

　当中間期につきましては、 中間配当としては1株当たり6円の配当を行う予定にしております。

（４）事業等のリスク

　当社は、自動車関連、IT関連等の需要先の設備投資動向に影響を受けるおそれがあります。また、東ア

ジア・東南アジアに対する売上高の占める比率が高いことから、これらの地域での社会・経済・産業動向

が当社の業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。さらに、原材料価格の動向も業績に影響を受ける

可能性があります。当社では、当社を取り巻く様々な情報を常に把握し、社内で迅速な対応をとれる体制

を敷いております。

平成20年３月期平成19年３月期平成18年３月期
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  当社の企業集団は、当社及び連結子会社６社で構成され、射出成形機、ディスク専用機及びダイカスト

マシンの製造販売を主な内容として、事業活動を展開しています。当社グル－プが営んでいる主な事業内

容と、当該事業に係る各社の位置づけは次のとおりです。

[射出成形機、ディスク専用機およびダイカストマシン]

  当社が製造販売するほか、当社の技術指導に基づき、連結子会社である東洋工機株式会社に射出成形機

（発泡用成形機）及びダイカストマシン用周辺機器、機械の製缶部品を製造委託しています。

  上記のほか、当社の技術指導に基づき連結子会社である東洋機械エンジニアリング株式会社、ＴＯＹＯ

ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ（Ｍ）ＳＤＮ．ＢＨＤ．及びＴＯＹＯ　ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ（Ｔ）ＣＯ．，ＬＴＤ．

東曜機械貿易（上海）有限公司が、当社が販売する成形機の保守・サ－ビス・据付工事を行い、同時に販

売促進を行っています。なお、平成19年６月に設立した東洋機械（常熟）有限公司は平成20年５月より、

射出成形機の製造及び販売を開始する予定です。

  事業の系統図は次の通りです。

                   得                  意                  先

製品の販売

  搬送機 射 出 成 形 機  サービス

   サービス

 　製品の販売 半製品 部品 金型

東  洋  工  機  ㈱ 東洋機械ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

部品 TOYO MACHINERY(M)SDN.BHD.

　　　　東洋機械(常熟)有限公司 TOYO MACHINERY(T)CO.,LTD.

東曜機械貿易(上海)有限公司 

連結子会社

  東洋工機㈱ ： 射出成形機（発泡用成形機）及びダイカストマシン用周辺機器の製造並びに製缶部品及

　　　　　　　　び搬送機の製造、販売

  東洋機械ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ ： 成形機の保守サービス据付及び販売。成形機の金型の製造販売。

  TOYO MACHINERY(M)SDN.BHD. ： 成形機の保守サービス据付及び販売（所在地；ﾏﾚｰｼｱ）

  TOYO MACHINERY(T)CO.,LTD. ： 成形機の保守サービス据付及び販売（所在地；タイ）

  東曜機械貿易(上海)有限公司 ： 成形機の保守サービス据付及び販売（所在地；中国）

  東洋機械(常熟)有限公司 ： 射出成形機の製造及び販売（平成20年５月生産開始予定）（所在地；中国）

２．企業集団の状況
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

  当社グループは、「独自技術開発」、「堅実経営」及び「持続的発展」を経営の基本とし、射出成形機、

ディスク専用機、ダイカストマシンの製造・販売に即した健全な事業活動を通じて、環境と調和し、社会

の進歩発展に貢献することを基本理念としています。また、株主・取引先・社員などの会社を取り巻くす

べての人々の信頼と期待に応えるとともに、共存共栄を図ることを行動指針として活動しています。

（２）目標とする経営指標

　当社は、売上高に左右されずに適正利益を生み出せる強靭な経営体質をめざしており、その経営指標と

して資本に対する収益性であるＲＯＥを重視しております。

（３）中期的な経営戦略

  当社グループは、成形機分野の専業メーカとして世界一を目指し、I T（情報通信技術）業界のニーズ

である高精度、ハイサイクル成形機種の開発及び制御ソフト内製によりユーザニーズに応じた最適システ

ムの構築の支援を行っております。また、精密機能部品射出成形機、自動車部品向け高強度・軽量鋳造の

ダイカストマシンや電動ダイカストマシン、高性能光ディスク専用機などの高付加価値成形機の開発を行

うとともに、販売・サービス体制を強化し、業績の向上に努めてまいります。さらに、環境マネジメント

システム国際規格である｢ＩＳＯ14001｣及び「環境ＣＳＲ」に基づき、 環境に配慮したグループ企業経営

を推進してまいります。

（４）会社の対処すべき課題

　当社グループは進化する市場へ機動的な攻めの経営を実践し、業界上位の事業規模を目指します。また、

「バランス経営」により景気の波に左右されない強靭な経営体質の確立を推進します。

①伸張が著しいＩＴや自動車関連を中心に、既存市場はもとより、新規地域・新規顧客の開拓を積極的に

　進めるため、ビジネスパートナーとの連携強化を含め営業力を強化します。

②マーケットの要求に対応した製品のラインナップやタイムリーに新製品を市場投入する製品力を強化し

　ます。

③生産拠点や生産設備の拡充に加え、生産改革を着実に実行し、生産力を強化します。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

  該当する事項はありません。
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４．中間連結貸借対照表等
（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の

要約連結貸借対照表
（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区分 金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

（資産の部） % % %

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,854 1,499 2,679

　２　受取手形及び売掛金 8,419 10,831 8,815

　３　たな卸資産 6,252 4,853 5,249

　４　繰延税金資産 544 600 540

　５　その他 238 379 375

　　　貸倒引当金 △ 216 △ 396 △ 232

流動資産合計 18,093 71.2 17,768 69.6 17,427 69.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　(1) 建物及び構築物 2,539 2,616 2,569

　(2) 機械装置及び運搬具 2,145 2,222 2,494

　(3) 工具器具及び備品 531 551 514

　(4) 土地 814 814 814

　(5) その他 85 38 55

有形固定資産合計 6,117 24.0 6,242 24.5 6,448 25.6

　２　無形固定資産 507 2.0 729 2.8 613 2.4

　３　投資その他の資産

　(1) 投資有価証券 364 414 352

　(2) 繰延税金資産 233 247 277

　(3) その他 120 191 176

　　　貸倒引当金 △ 6 △ 71 △ 72

投資その他の資産合計 710 2.8 783 3.1 734 2.9

固定資産合計 7,335 28.8 7,754 30.4 7,797 30.9

資産合計 25,429 100.0 25,523 100.0 25,224 100.0
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の

要約連結貸借対照表
（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区分 金        額 構成比 金        額 構成比 金        額 構成比

（負債の部） % % %

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 6,587 6,472 6,059

　２　短期借入金 1,500 1,500 1,500

　３　未払費用 543 542 535

　４　未払法人税等 468 324 329

　５　未払消費税等 19 17 16

　６　製品保証引当金 38 14 38

　７　役員賞与引当金 16 14 28

　８　設備関係支払債務 438 267 756

　９　その他 471 462 322

流動負債合計 10,083 39.7 9,616 37.7 9,587 38.0

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 1,321 1,282 1,325

　２　役員退職慰労引当金 57 46 84

固定負債合計 1,378 5.4 1,328 5.2 1,410 5.6

負債合計 11,462 45.1 10,944 42.9 10,997 43.6

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,499 2,506 2,506

　２　資本剰余金 2,022 2,028 2,028

　３　利益剰余金 9,386 9,866 9,589

　４　自己株式 △ 46 △ 47 △ 47

株主資本合計 13,861 54.5 14,354 56.2 14,078 55.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価差額金 50 144 87

　２　繰延ヘッジ損益 △ 1 △ 1 △ 2

　３　為替換算調整勘定 7 26 20

評価・換算差額等合計 56 0.2 170 0.7 104 0.4

Ⅲ　少数株主持分 49 0.2 53 0.2 44 0.2

純資産合計 13,967 54.9 14,578 57.1 14,227 56.4

負債純資産合計 25,429 100.0 25,523 100.0 25,224 100.0
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（２）中間連結損益計算書
(単位：百万円、％)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の

要約連結損益計算書
自　平成18年４月１日 自　平成19年４月１日 自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日 至　平成19年９月30日 至　平成19年３月31日

区分 金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

Ⅰ　売上高 13,933 100.0 13,405 100.0 27,323 100.0

Ⅱ　売上原価 10,417 74.8 10,219 76.2 20,756 76.0

売上総利益 3,516 25.2 3,186 23.8 6,567 24.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 2,330 16.7 2,613 19.5 4,806 17.6

営業利益 1,185 8.5 572 4.3 1,760 6.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息及び配当金 1 3 3

　２　固定資産賃貸料 42 44 84

　３　その他 13 5 47

合計 57 0.4 53 0.4 134 0.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支  払  利  息 4 5 11

　２　賃貸資産関連費用 6 4 11

　３　手 形 売 却 損 15 6 26

　４　その他 14 8 28

合計 40 0.3 25 0.1 77 0.2

経常利益 1,203 8.6 600 4.6 1,817 6.7

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 2 - 2

　２　その他の投資売却益 - 12 -

　３　助成金収入 - 79 -

合計 2 0.0 91 0.7 2 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 0 - 9

　２　投資有価証券評価損 - 8 73

合計 0 0.0 8 0.1 83 0.3

税金等調整前中間（当期）純利益 1,206 8.6 684 5.2 1,737 6.4

法人税、住民税及び事業税 459 3.3 328 2.5 738 2.7

法人税等調整額 17 0.1 △ 43 △ 0.3 △ 46 △ 0.2

　少数株主利益又は少数株主損失(△) 3 0.0 △0 △ 0.0 △ 7 △ 0.0

中間（当期）純利益 725 5.2 400 3.0 1,052 3.9
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）
(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 2,428 1,950 8,798 △ 46 13,130

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 71 71 143

　剰余金の配当 △ 101 △ 101

　役員賞与 △ 34 △ 34

　中間純利益 725 725

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 71 71 588 △ 0 731

平成18年９月30日残高 2,499 2,022 9,386 △ 46 13,861

評価・換算差額等
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 74 - 2 77 42 13,250

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 143

　剰余金の配当 △ 101

　役員賞与 △ 34

　中間純利益 725

　自己株式の取得 △ 0

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

△ 24 △ 1 4 △ 20 6 △ 14

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 24 △ 1 4 △ 20 6 716

平成18年９月30日残高 50 △ 1 7 56 49 13,967
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）
(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 2,506 2,028 9,589 △ 47 14,078

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △ 123 △ 123

　中間純利益 400 400

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　自己株式の売却 0 0 0

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 - 0 276 △ 0 276

平成19年9月30日残高 2,506 2,028 9,866 △ 47 14,354

評価・換算差額等
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 87 △ 2 20 104 44 14,227

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △ 123

　中間純利益 400

　自己株式の取得 △ 0

　自己株式の売却 0

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

57 1 6 65 9 75

中間連結会計期間中の変動額合計 57 1 6 65 9 356

平成19年9月30日残高 144 △ 1 26 170 53 14,578
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前連結会計年度の要約中間連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至　平成19年３月31日）
(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 2,428 1,950 8,798 △ 46 13,130

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 78 78 156

　剰余金の配当 △ 225 △ 225

　役員賞与 △ 34 △ 34

　当期純利益 1,052 1,052

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　自己株式の売却 0 0 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 78 78 791 △ 0 947

平成19年３月31日残高 2,506 2,028 9,589 △ 47 14,078

評価・換算差額等
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 74 - 2 77 42 13,250

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 156

　剰余金の配当 △ 225

　役員賞与 △ 34

　当期純利益 1,052

　自己株式の取得 △ 0

　自己株式の売却 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

12 △ 2 17 27 1 29

連結会計年度中の変動額合計 12 △ 2 17 27 1 977

平成19年３月31日残高 87 △ 2 20 104 44 14,227
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
区分 自平成18年４月１日 自平成19年４月１日 自平成18年４月１日

至平成18年９月30日 至平成19年９月30日 至平成19年３月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前中間(当期)純利益 1,206 684 1,737

　２　減価償却費 467 593 1,052

　３　貸倒引当金の増加額 55 163 132

　４　役員賞与引当金の増減額 16 △ 13 28

　５　製品保証引当金の減少額 △ 21 △ 23 △ 21

　６　退職給付引当金の増減額 15 △ 43 19

　７　役員退職慰労引当金の減少額 △ 58 △ 38 △ 30

　８　受取利息及び配当金 △ 1 △ 3 △ 3

　９　支払利息 4 12 11

　10　為替差損益 △ 0 1 △ 0

　11　その他投資売却益 - △ 12 -

　12　投資有価証券評価損 - 8 73

　13　固定資産除却損 - - 21

　14　売上債権の増減額 800 △ 2,015 339

　15　たな卸資産の減少額 105 392 1,183

　16　仕入債務の増減額 133 413 △ 394

　17　未払消費税等の増減額 △ 0 0 △ 2

　18　未収消費税等の減少額 171 163 33

　19　役員賞与の支払額 △ 34 - △ 34

　20　その他 16 △ 28 △ 109

小計 2,877 253 4,036

　21　利息及び配当金の受取額 1 3 3

　22　利息の支払額 △ 4 △ 14 △ 11

　23　法人税等の支払額 △ 508 △ 318 △ 939

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 2,365 △ 75 3,088

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △ 1,013 △ 679 △ 1,646

　２　無形固定資産の取得による支出 - △ 310 △ 400

　３　投資有価証券の取得による支出 - - △ 32

　４　その他 △ 264 2 8

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 1,277 △ 987 △ 2,071

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額 △ 200 - △ 200

　２　配当金の支払額 △ 101 △ 123 △ 225

　３　株式の発行による収入 143 - 156

　４　少数株主からの払込みによる収入 - 3 -

　５　その他 △ 0 △ 0 △ 0

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 159 △ 120 △ 269

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1 3 8

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 930 △ 1,179 756

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,908 2,664 1,908

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 2,838 1,484 2,664
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　　　連結子会社の数　６社

　　　連結子会社の名称

　　　　東洋工機㈱

　　　　東洋機械ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

　　　　TOYO MACHINERY (M) SDN.BHD.

　　　　TOYO MACHINERY (T) CO.,LTD.

　　　　東曜機械貿易（上海）有限公司

　　　　東洋機械（常熟）有限公司

　　　　　東洋機械（常熟）有限公司は、平成19年６月に設立され、当中間連結会計期間より連結の範囲

　　　　に含めています。

２．持分法の適用に関する事項

      非連結子会社及び関連会社はありませんので、該当事項はありません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

      海外連結子会社の中間決算日は６月30日であり、国内連結子会社の決算日は9月30日であります。

　　連結財務諸表の作成にあたっては、各子会社の中間決算日現在の財務諸表を使用しています。ただし、

　　中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

４．会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

    ①たな卸資産

    　ａ製品・仕掛品

        個別法による低価法によっています。ただし、連結子会社は個別法による原価法によっています。

    　ｂ原材料・貯蔵品

        総平均法による原価法によっています。

    ②有価証券

      その他有価証券

      ａ時価のあるもの

        中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法によっています。

     　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっています。）

      ｂ時価のないもの

        移動平均法による原価法によっています。

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  　①有形固定資産

　　　建物（建物附属設備は除く）

　　　ａ平成１０年３月３１日以前に取得したもの

　　　　　旧定率法によっております。　

　　　ｂ平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの

　　　　　旧定額法によっております。

　　　ｃ平成１９年４月１日以降に取得したもの

　　　　　定額法によっております。

　　　建物以外

　　　ａ平成１９年３月３１日以前に取得したもの

　　　　　旧定率法によっております。　

　　　ｂ平成１９年４月１日以降に取得したもの

　　　　　定率法によっております。

　　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっていま

　　　　す。

　　（会計方針の変更）

　　　　法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間から、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

　　　産については、改正後の法人税法に基づく償却方法に変更しています。この変更による、損益及び

　　　セグメント情報に与える影響額は軽微であります。
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　　（追加情報）

　　　　平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から

　　　５年間で均等償却する方法によっています。

　　　　当該変更に伴う損益に与える影響は経常利益、税金等調整前中間純利益が18百万円それぞれ減少

　　　しています。

　　②無形固定資産

　　　　定額法によっています。なお、ソフトウエア（自社利用分）については社内における利用可能期

      間（５年）に基づく定額法によっています。

  (3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

      特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　　②製品保証引当金

        成形機のアフタ－サ－ビスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従い、過去の実績

      を基礎にして、当中間連結会計期間の売上高に対する必要額を計上しています。

　　③役員賞与引当金

        役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額の当中間連結会計期間負担額を計

      上しています。

　　④退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

　　　に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。

　　　　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

　　　（15年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしています。

　　⑤役員退職慰労引当金

　      役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく中間連結会計期間末要支給額の

　    全額を計上しています。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　外貨建金銭債権債務は、中間連結会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

　　　損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会

　　　社の中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

　　　算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

      ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理によっています。

　　　　ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っています。

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段：為替予約取引

　　　　ヘッジ対象：外貨建売上債権及び外貨建予定取引

　　③ヘッジ方針

　　　　当社は、通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクをヘッジする目的で、

　　　先物為替予約取引を行っています。

　　④ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ手段である為替予約とヘッジ対象となる外貨建売上債権及び外貨建予定取引に関する重要

　　　な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと判断しています。

　(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　　消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっています。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

　　能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資です。
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（７）中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

１．減価償却累計額 7,652 8,293 7,996

２．偶発債務

  (1)手形債権信託契約 457 - -

     に基づく手形譲渡残高

  (2)輸出貨物代金債権 - 775 817

     譲渡契約に基づく債権

　   譲渡残高

  (3)手形債権譲渡契約 1,454 - -

     に基づく劣後債権

　   (これに対する受取手形 (2,298) (   -) (   -)

 　   譲渡残高）

３．中間連結会計期間末日(期末当中間連結会計期間末日は、金融 当中間連結会計期間末日は、金融 当連結会計期間末日は、金融機

    日)満期手形の会計処理 機関の休日でしたが、満期日に決 機関の休日でしたが、満期日に決 関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し 済が行われたものとして処理し 済が行われたものとして処理し

ています。 ています。 ています。

当中間連結会計期末日の満期手形 当中間連結会計期末日の満期手形 当連結会計期末日の満期手形

は次のとおりです。 は次のとおりです。 は次のとおりです。

受取手形　　　　 34 受取手形　　　 342 受取手形　　　243

支払手形　　　　179 支払手形　　　 129 支払手形　　　138

(中間連結損益計算書関係)

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成18年４月１日 自平成19年４月１日 自平成18年４月１日

至平成18年９月30日 至平成19年９月30日 至平成19年３月31日

１．販売費及び一般管理費のう

　　ち主要なもの

　　発送費 307 324 606

　　給料及び賞与 639 663 1,267

　　役員賞与引当金繰入額 16 14 28

　　役員退職慰労引当金繰入額 31 17 54

　　退職給付費用 37 40 62

　　減価償却費 92 125 205

　　貸倒引当金繰入額 55 160 137

　　研究開発費 381 416 792

２．特別利益の内容

　　助成金収入 - 79 -
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）
1.　発行済株式に関する事項

前連結会計
年度末

増加 減少 当中間連結会計期間末

　普通株式 (株） 20,480,000 204,000 - 20,684,000

（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　新株予約権の行使による増加　204,000株

２．自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計

年度末
増加 減少 当中間連結会計期間末

　普通株式 (株） 82,077 571 - 82,648
（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の買取による増加　571株

３．新株予約権等に関する事項
　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月21日
定時株主総会

普通株式 101 5.00 平成18年3月31日 平成18年6月22日

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）
1.　発行済株式に関する事項

前連結会計
年度末

増加 減少 当中間連結会計期間末

　普通株式 (株） 20,703,000 - - 20,703,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計

年度末
増加 減少 当中間連結会計期間末

　普通株式 (株） 82,825 381 60 83,146
（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の買取による増加　381株
　減少数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の売渡し請求による売渡しによる減少　60株

３．新株予約権等に関する事項
　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 123 6.00 平成19年3月31日 平成19年6月22日
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決　　議 株式の種類配当の原資
配当金の総額
(百万円）

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 123 6.00 平成18年9月30日 平成18年12月11日
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（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

前連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）
1.　発行済株式に関する事項

前連結会計
年度末

増加 減少 当連結会計期間末

　普通株式（株） 20,480,000 223,000 - 20,703,000

　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　新株予約権の行使による増加　223,000株

２．自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計

年度末
増加 減少 当連結会計期間末

　普通株式（株） 82,077 768 20 82,825
（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の買取による増加　768株
　減少数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の売渡し請求による売渡しによる減少　20株

３．新株予約権等に関する事項
　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月21日
定時株主総会

普通株式 101 5.00 平成18年3月31日 平成18年6月22日

平成18年10月20日
取締役会

普通株式 123 6.00 平成18年9月30日 平成18年12月11日

（2）基準日が当連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が連結会計期間後となるもの

(中間連結キャッシュ･フロー計算書関係)
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決　　議 株式の種類配当の原資
配当金の総額
(百万円）

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月23日
取締役会

普通株式 利益剰余金 123 6.00 平成19年9月30日 平成19年12月10日

決　　議 株式の種類配当の原資
配当金の総額
(百万円）

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 123 6.00 平成19年3月31日 平成19年6月22日

至 平成18年９月30日 至 平成19年９月30日 至 平成19年３月31日

現金及び預金勘定 2,854 百万円 現金及び預金勘定 1,499百万円 現金及び預金勘定 2,679 百万円
預入期間が３ケ月
を超える定期預金

△ 15
預入期間が３ケ月
を超える定期預金

 △15
預入期間が３ケ月
を超える定期預金

△15

現金及び現金同等
物

2,838
現金及び現金同等
物

1,484
現金及び現金同等
物

2,664

当連結会計年度
自 平成18年４月１日

　現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

  現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

  現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

自 平成18年４月１日
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

自 平成19年４月１日



域

域

域
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

　  当社取扱い製品をその種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性にて判別したところ、同一事業

　  種類の売上高及び営業損益の金額が、全セグメントのそれぞれの９０％を超えており、また、他に

 　 これに該当するセグメントがないため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

２．所在地別セグメント情報

　　全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が、９０％を超えているため、所在地別セグメ

　　ント情報の記載を省略しています．

３．海外売上高

　　　前中間連結会計期間（自平成18年４月１日  至平成18年９月30日）　

(単位：百万円)

東アジア 東南アジア 米　　　国 その他の地 計

Ⅰ　海　外　売　上　高 5,468 1,618 1,314 440 8,841

Ⅱ　連　結　売　上　高 - - - - 13,933

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合(％) 39.3 11.6 9.4 3.2 63.5

　　　　(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

　　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　　　（１）東　ア　ジ　ア……………………中国・韓国

　　　　　　　　　（２）東　南　ア　ジ　ア………………タイ・マレーシア・フィリピン

　　　　　　　　　（３）そ　の　他　の　地　域…………イスラエル・ニュージーランド・メキシコ

　　　　　  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　　　当中間連結会計期間（自平成19年４月１日  至平成19年９月30日）　

(単位：百万円)

東アジア 東南アジア 米　　　国 その他の地 計

Ⅰ　海　外　売　上　高 5,034 1,641 910 913 8,500

Ⅱ　連　結　売　上　高 - - - - 13,405

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合(％) 37.6 12.2 6.8 6.8 63.4

　　　　(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

　　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　　　（１）東　ア　ジ　ア……………………中国・韓国

　　　　　　　　　（２）東　南　ア　ジ　ア………………タイ・インド・インドネシア

　　　　　　　　　（３）そ　の　他　の　地　域…………ブラジル・イタリア・スロバキア

　　　　　  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　　　前連結会計年度（自平成18年４月１日  至平成19年３月31日）　

(単位：百万円)

東アジア 東南アジア 米　　　国 その他の地 計

Ⅰ　海　外　売　上　高 10,660 2,875 2,260 1,188 16,985

Ⅱ　連　結　売　上　高 - - - - 27,323

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合(％) 39.0 10.5 8.3 4.4 62.2

　　　　(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

　　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　　　（１）東　ア　ジ　ア……………………中国・韓国

　　　　　　　　　（２）東　南　ア　ジ　ア………………タイ・マレーシア

　　　　　　　　　（３）そ　の　他　の　地　域…………イスラエル・メキシコ・ニュージーランド

　　　　　  ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。
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リース取引関係

　中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。

有価証券関係

　中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。

デリバティブ取引関係

　中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。

ストック・オプション関係

　中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。

企業結合等関係

　該当事項はありません。
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１株当たり情報

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成18年４月１日 自　平成19年４月１日 自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日 至　平成19年９月30日 至　平成19年３月31日

１株当たり純資産額 675.59円 １株当たり純資産額 704.41円 １株当たり純資産額 687.82円

１株当たり中間純利 35.43円 １株当たり中間純利 19.41円 １株当たり当期純利 51.23円

潜在株式調整後１株
35.29円

潜在株式調整後１株
51.11円

当たり中間純利益 なお、潜在株式調整後１株当たり中間 当たり当期純利益

利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成18年４月１日 自　平成19年４月１日 自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日 至　平成19年９月30日 至　平成19年３月31日

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額

中間純利益 725百万円 中間純利益 400百万円 当期純利益 1,052百万円

普通株主に帰属しな
－

普通株主に帰属しな
－

普通株主に帰属しな
－

金額 金額 金額

普通株式に係る中間
725百万円

普通株式に係る中間
400百万円

普通株式に係る当期
1,052百万円

利益 利益 利益

普通株式の期中平均
20,467,370株

普通株式の期中平均
20,620,104株

普通株式の期中平均
20,536,993株

式数 式数 式数

潜在株式調整後１株当たり中間純利 潜在株式調整後１株当たり中間純利 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 益金額 益金額

中間純利益調整額 － 中間純利益調整額 － 当期純利益調整額 －

普通株式増加数 80,779株 普通株式増加数 －株 普通株式増加数 46,141株

(うち新株予約権) (80,779株) (うち新株予約権) (－株) (うち新株予約権) (46,141株)

希薄化効果を有しないため、潜在株 希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算 新株予約権１種類 式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 (新株予約権の数)　　　  　(32個) 定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －
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生産実績

   (単位：百万円)

部門別売上高明細表

   (単位：百万円)

受注状況

   (単位：百万円)

- 22 -

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計期間

項        目 自　平成18年４月１日 自　平成19年４月１日 自　平成18

至　平成18年９月30日 至　平成19年９月30日 至　平成19年

射 出 成 形 機 9,169 7,947 16,504

デ ィ ス ク 専 用 機 817 587 1,760

ダ イ カ ス ト マ シ ン 4,538 4,459 8,718

合                  計 14,526 12,995 26,983

年４月１日

３月31日

自　平成18年４月１日 自　平成19年４月１日 自　平成18

至　平成18年９月30日 至　平成19年９月30日 至　平成19年

  金   額  構成比   金   額  構成比   金   額

% %

射 出 成 形 機 8,514 61.1 8,161 60.9 16,476

デ ィ ス ク 専 用 機 876 6.3 732 5.5 1,963

ダ イ カ ス ト マ シ ン 4,542 32.6 4,510 33.6 8,883

合 計 13,933 100.0 13,405 100.0 27,323

（ う  ち  輸  出 ） (8,841) (63.5) (8,500) (63.4) (16,985)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計期間

項        目
年４月１日

３月31日

 構成比

%

60.3

7.2

32.5

100.0

(62.2)

自　平成18年４月１日 自　平成19年４月１日 自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日 至　平成19年９月30日 至　平成19年３月31日

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

% % %

受 射 出 成 形 機 7,524 61.4 8,416 59.7 14,932

注 デ ィ ス ク 専 用 機 818 6.7 441 3.1 1,472

高 ダ イ カ ス ト マ シ ン 3,914 31.9 5,241 37.2 8,502

　　合   　　    計 12,257 100.0 14,099 100.0 24,906

（ う ち 輸 出 ） (7,042) (57.5) (8,331) (59.1) (13,959)

受 射 出 成 形 機 2,789 45.7 2,489 41.1 2,235

注 デ ィ ス ク 専 用 機 1,230 20.2 507 8.4 798

残 ダ イ カ ス ト マ シ ン 2,077 34.1 3,054 50.5 2,323

高 　　合   　　    計 6,098 100.0 6,051 100.0 5,357

（ う ち 輸 出 ） (3,769) (61.8) (2,373) (39.2) (2,542)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計期間

項          目

構成比

60.0

5.9

34.1

100.0

(56.0)

41.7

14.9

43.4

100.0

(47.5)
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５．中間貸借対照表
（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)
前事業年度の

要約貸借対照表
(平成18年９月30日) (平成19年９月30日) (平成19年３月31日)

区分 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比

（資産の部） % % %

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,612 1,199 2,453

　２　受取手形 1,482 3,564 2,636

　３　売掛金 6,809 7,181 6,146

　４　たな卸資産 5,157 3,671 4,077

　５　繰延税金資産 444 515 460

　６　その他 821 1,040 1,034

　　　貸倒引当金 △ 213 △ 391 △ 230

流動資産計 17,113 71.1 16,780 69.5 16,579 69.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　(1) 建物 2,426 2,498 2,449

　(2) 機械及び装置 1,852 1,957 2,170

　(3) 土地 814 814 814

　(4) その他 699 634 653

有形固定資産計 5,792 24.1 5,904 24.5 6,087 25.4

　２　無形固定資産 506 2.1 589 2.4 608 2.5

　３　投資その他の資産

　(1) 繰延税金資産 140 152 180

　(2) その他 532 790 581

　　　貸倒引当金 △ 6 △ 71 △ 72

投資その他の資産計 665 2.8 871 3.6 689 2.9

固定資産計 6,965 28.9 7,366 30.5 7,384 30.8

資産合計 24,078 100.0 24,147 100.0 23,964 100.0
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当中間会計期間末前中間会計期間末



東洋機械金属㈱(6210)　平成20年３月期　中間決算短信

(単位：百万円)
前事業年度の

要約貸借対照表
(平成18年９月30日) (平成19年９月30日) (平成19年３月31日)

区分 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比

（負債の部） % % %

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 6,680 6,520 6,189

　２　短期借入金 1,500 1,500 1,500

　３　未払法人税等 415 287 313

　４　役員賞与引当金 10 10 20

　５　設備関係支払債務 389 267 715

　６　その他 903 868 760

流動負債計 9,898 41.1 9,453 39.2 9,498 39.6

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 1,081 1,031 1,074

　２　役員退職慰労引当金 48 39 74

固定負債計 1,129 4.7 1,071 4.4 1,149 4.8

負債合計 11,027 45.8 10,524 43.6 10,647 44.4

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,499 10.4 2,506 10.4 2,506 10.4

　２　資本剰余金

　(1) 資本準備金 2,022 2,028 2,028

　(2) その他資本剰余金 0 0 0

資本剰余金計 2,022 8.4 2,028 8.4 2,028 8.5

　３　利益剰余金

　(1) 利益準備金 203 203 203

　(2) その他利益剰余金

　　　固定資産圧縮積立金 733 716 727

　　　別途積立金 6,650 7,450 6,650

　　　繰越利益剰余金 942 625 1,166

利益剰余金計 8,529 35.4 8,995 37.2 8,747 36.5

　４　自己株式 △ 46 △ 0.2 △ 47 △ 0.2 △ 47 △ 0.2

株主資本合計 13,004 54.0 13,484 55.8 13,235 55.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価差額金 46 0.2 139 0.6 83 0.4

　２　繰延ヘッジ損益 △ 1 0.0 △ 1 0.0 △ 2 0.0

　　　　評価・換算差額等合計 45 0.2 138 0.6 80 0.4

純資産合計 13,050 54.2 13,622 56.4 13,316 55.6

負債純資産合計 24,078 100.0 24,147 100.0 23,964 100.0

- 24 -

前中間会計期間末 当中間会計期間末



東洋機械金属㈱(6210)　平成20年３月期　中間決算短信

（２）中間損益計算書

(単位：百万円、％)

前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の

要約損益計算書
自平成18年４月１日 自平成19年４月１日 自平成18年４月１日
至平成18年９月30日 至平成19年９月30日 至平成19年３月31日

区分 金         額 百 分 比 金         額 百 分 比 金         額 百 分 比

Ⅰ　売上高 13,803 100.0 13,276 100.0 27,089 100.0

Ⅱ　売上原価 10,658 77.2 10,438 78.6 21,233 78.4

売上総利益 3,144 22.8 2,838 21.4 5,856 21.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 2,080 15.1 2,283 17.2 4,204 15.5

営業利益 1,063 7.7 554 4.2 1,651 6.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息及び配当金 14 21 18

　２　その他 68 69 151

合計 82 0.6 90 0.7 169 0.6

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 4 5 11

　２　その他 44 27 83

合計 48 0.4 33 0.3 94 0.3

経常利益 1,097 7.9 611 4.6 1,726 6.4

Ⅵ　特別利益

　１　その他の投資売却益 - 12 -

合計 - - 12 0.1 - -

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 0 - 9

　２　投資有価証券評価損 - 8 73

合計 0 0.0 8 0.1 83 0.3

税引前中間(当期)純利益 1,096 7.9 615 4.6 1,643 6.1

法人税､住民税及び事業税 408 2.9 283 2.1 694 2.6

法人税等調整額 27 0.2 △ 39 △ 0.3 △ 53 △ 0.2

中間(当期)純利益 661 4.8 372 2.8 1,002 3.7
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）
(単位：百万円)

株主資本

資本剰余金 利益剰余金
その他利益剰余金

固定資産圧
縮積立金

別途積立金

平成18年３月31日残高 2,428 1,950 0 1,950 203 757 5,800

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 71 71 71

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 23

　別途積立金の積立 850

　剰余金の配当

　役員賞与

　中間純利益

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 71 71 - 71 - △ 23 850

平成18年９月30日残高 2,499 2,022 0 2,022 203 733 6,650
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利益準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

資本金 資本準備
金

株主資本 評価・換算差額等

利益剰余金
その他利
益剰余金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 1,232 7,993 △ 46 12,325 69 - 69 12,394

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 - 143 143

　固定資産圧縮積立金の取崩 23 - - -

　別途積立金の積立 △ 850 - - -

　剰余金の配当 △ 101 △ 101 △ 101 △ 101

　役員賞与 △ 23 △ 23 △ 23 △ 23

　中間純利益 661 661 661 661

　自己株式の取得 - △ 0 △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 △ 289 536 △ 0 679 △ 22 △ 1 △ 23 656

平成18年９月30日残高 942 8,529 △ 46 13,004 46 △ 1 45 13,050

利益剰余
金合計

自己株式
株主資本

合計
純資産合計

その他有価
証券評価差

額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

- △ 23△ 22 △ 1 △ 23
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至 平成19年９月30日）
(単位：百万円)

株主資本
資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金
固定資産圧
縮積立金

別途積立金

平成19年３月31日残高 2,506 2,028 0 2,028 203 727 6,650

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 11

　別途積立金の積立　 800

　剰余金の配当　

　中間純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 0 0 △ 11 800

平成19年９月30日残高 2,506 2,028 0 2,028 203 716 7,450
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利益準備
金

資本剰余
金合計

その他資
本剰余金

資本金 資本準備
金

株主資本 評価・換算差額等
利益剰余金

その他利
益剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 1,166 8,747 △ 47 13,235 83 △ 2 80 13,316

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 11 - -

　別途積立金の積立 △ 800 - -

　剰余金の配当 △ 123 △ 123 △ 123 △ 123

　中間純利益 372 372 372 372

　自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0

　自己株式の処分 0 0 0

　株主資本以外の項目の中間会計

　期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 △ 540 248 △ 0 248 56 1 58 306

平成19年９月30日残高 625 8,995 △ 47 13,484 139 △ 1 138 13,622

58

利益剰余
金合計

56 1

自己株式
株主資本

合計
純資産合計

58

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計

繰延ヘッジ
損益



東洋機械金属㈱(6210)　平成20年３月期　中間決算短信

前事業年度の要約中間株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）
(単位：百万円)

株主資本
資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金
固定資産圧
縮積立金

別途積立金

平成18年３月31日残高 2,428 1,950 0 1,950 203 757 5,800

事業年度中の変動額

　新株の発行 78 78 78

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 29

　別途積立金の積立 850

　剰余金の配当

　役員賞与

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の売却 0 0

　株主資本以外の項目の事業

　年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 78 78 0 78 - △ 29 850

平成19年3月31日残高 2,506 2,028 0 2,028 203 727 6,650
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資本剰余
金合計

利益準備
金

資本金 資本準備
金

その他資
本剰余金

株主資本 評価・換算差額等

利益剰余金

その他利
益剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 1,232 7,993 △ 46 12,325 69 - 69 12,394

事業年度中の変動額

　新株の発行 156 156

　固定資産圧縮積立金の取崩 29 - - -

　別途積立金の積立 △ 850 - - -

　剰余金の配当 △ 225 △ 225 △ 225 △ 225

　役員賞与 △ 23 △ 23 △ 23 △ 23

　当期純利益 1,002 1,002 1,002 1,002

　自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0

　自己株式の売却 0 0 0

　株主資本以外の項目の事業

　年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △ 66 754 △ 0 910 14 △ 2 11 921

平成19年3月31日残高 1,166 8,747 △ 47 13,235 83 △ 2 80 13,316

自己株式
株主資本

合計

- 14

純資産合計その他有価
証券評価差

額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

利益剰余
金合計

11△ 2 11
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

　(1) たな卸資産

　　①製品・仕掛品

       個別法による低価法によっています。

　　②原材料・貯蔵品

       総平均法による原価法によっています。

　(2) 有価証券

　　①その他有価証券

      ａ時価のあるもの

         中間期末日の市場価格等に基づく時価法によっています。

        （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっています。）

      ｂ時価のないもの

         移動平均法による原価法によっています。

　　②子会社株式

         移動平均法による原価法によっています。

２．固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　 建物（建物附属設備は除く）

　　①平成１０年３月３１日以前に取得したもの

　　　旧定率法によっております。　

　　②平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得したもの

　　　旧定額法によっております。

　　③平成１９年４月１日以降に取得したもの

　　　定額法によっております。

　　 建物以外

　　①平成１９年３月３１日以前に取得したもの

　　　旧定率法によっております。　

　　②平成１９年４月１日以降に取得したもの

　　　定率法によっております。

　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

　　（会計方針の変更）

　　　　法人税法の改正に伴い、当中間会計期間から、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産に

　　　ついては、改正後の法人税法に基づく償却方法に変更しています。この変更による、損益に与える

　　　影響額は軽微であります。

　　（追加情報）

　　　　平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から

　　　５年間で均等償却する方法によっています。

　　　　当該変更に伴う損益に与える影響は経常利益、税引前中間純利益が17百万円それぞれ減少してい

　　　ます。

　(2) 無形固定資産

　　　　定額法によっています。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

　　　期間(５年)に基づく定額法によっています。

３．引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

　　　特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　(2) 役員賞与引当金

　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を計上してい

　　　ます。
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　(3) 退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

　　　づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。

　　　　なお、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

　　　（15年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理することとしています。

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額の全額を計上

　　　しています。

４.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

        外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

　　　処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日

　　　の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株

　　　主持分に含めております。

５．リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

　　　ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６．重要なヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理によっています。

　　　ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っています。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段：為替予約取引

　　　　ヘッジ対象：外貨建売上債権及び外貨建予定取引

　(3) ヘッジ方針

　　　　当社は、通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクをヘッジする目的で、

　　　先物為替予約取引を行っています。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ手段である為替予約とヘッジ対象となる外貨建売上債権及び外貨建予定取引に関する重要

　　　な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと判断しています。

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　(1) 消費税等の処理方法

　　　　税抜方式によっています。
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（６）個別財務諸表に関する注記事項
（中間貸借対照表関係） (単位：百万円)

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末
（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

1.減価償却累計額 7,260 7,974 7,570

2.偶発債務
  (1)手形債権信託契約 457 - -
　に基づく手形譲渡残高
　(2)輸出貨物代金債権 - 775 817
　譲渡契約に基づく債権
　譲渡残高
  (3)手形債権譲渡契約に 1,454 - -
  基づく劣後債権
 　(これに対する受取手形 (2,298) - -
 　譲渡残高）

3.中間会計期間末日(期末 　当中間会計期間末は、金融 　当中間会計期間末は、金融 　当事業年度末は、金融機
　日)満期手形の会計処理 機関の休日でしたが、満期日 機関の休日でしたが、満期日 関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとし に決済が行われたものとし に決済が行われたものとし
て処理しています。 て処理しています。 て処理しています。
受取手形　　　33 受取手形　　341 受取手形　　242

4.消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消
費税等は相殺し、相殺後の 同左 －
金額は流動資産の｢その他｣
に含めて表示しています。

（中間損益計算書関係） (単位：百万円)
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自平成18年４月１日 自平成19年４月１日 自平成18年４月１日
至平成18年９月30日 至平成19年９月30日 至平成19年３月31日

減 価 償 却 実 施 額
有形固定資産 408 477 901
無形固定資産 28 75 83

（中間株主資本等変動計算書関係）
前中間会計期間（自　平成18年4月1日　　至　平成18年9月30日）
自己株式に関する事項

（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の買取による増加　　　　571株

当中間会計期間（自　平成19年4月1日　　至　平成19年9月30日）
自己株式に関する事項

（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の買取による増加　　　　381株
　減少数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の売渡し請求による売渡しによる減少　60株

前事業年度（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日）
自己株式に関する事項

（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の買取による増加　　　　768株
　減少数の内訳は、次のとおりであります。
　　単元未満株式の売渡し請求による売渡しによる減少　20株
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前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

　普通株式（株） 82,077 571 - 82,648

前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

　普通株式（株） 82,825 381 60 83,146

前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

　普通株式（株） 82,077 768 20 82,825
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